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はじめに 

 

 平成１８年１月、４町の合併により南丹市が誕生し、歴史的な第一歩が踏み出され

たところです。 

 しかしながら、少子高齢化社会の進行や地方交付税の削減など、地方自治体を取り

巻く環境は、ますます不透明な情勢であり、加えて、三位一体の改革など、地方分権

の進展により行政のあり方そのものも、大きな転換を求められている状況です。 

 そこで、合併後１年を経過していない中ではありますが、７月より、有識者により

ます「南丹市行政改革推進委員会」を設置し、既に生じている課題や市民の目線によ

る行財政運営に対するご意見など、多くの論議をしていただき、これから取り組まな

ければならない重点事項の提言（答申）をいただきました。 

 本市においては、この推進委員会でのご意見や提案を真摯に受け止め、長期的な視

点から、見直すべきは見直し、改めるべきは改め、伸ばすべきは伸ばす「行財政運営

の改革」と、輝き希望あふれる南丹市の実現に向け、市民と行政が手を携え、ともに

知恵を出し合う「市政運営の改革」という二つの大きな目標を定めた「南丹市行政改

革大綱」を策定し、平成１９年度を初年度とする５年間で改革に取り組むことといた

しました。 

 なお、この取り組みには、市民の皆様をはじめ、議会など関係各位の深いご理解と、

ご協力をいただかなければ達成しないと考えておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 

平成１８年１２月 

 

 

南 丹 市 長   佐 々 木  稔 納 
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第１章 大綱の背景 

 

 現在わが国において、少子・高齢化社会、人口減少社会の到来をはじめ、地方分権

の進展など、社会経済情勢が大きく変化する中で、将来にわたって自立的・持続的な

発展を遂げていくために、簡素で効率的な行財政体制の確立とともに、戦略的な「行

政改革」の推進が必要になっている。 

 特に、地方自治体を取り巻く状況はますます厳しさを増しており、行政のあり方そ

のものについて検討を加えなければならなくなっている。 

 このような背景の中で、本市は平成１８年１月１日、４町の合併という一つの大き

な行政改革により誕生し、地域のバランスのとれた発展と住民福祉の向上をめざした。 

 しかし、合併前の施策がそのまま新市へ移行されたものなどが見受けられるととも

に、合併時の想定を超えた新たな課題が生じており、本市の行財政運営は非常に厳し

いものとなっている。 

 また、国においても、平成１６年１２月に「今後の行政改革の方針」が打ち出され、

平成１７年３月には「地方公共団体における行政改革推進のための指針」を定め、こ

の指針に基づくいっそう積極的な行政改革の推進が求められている。 
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第２章 行政改革に向けて 

 

第１節 行政改革に取り組む必要性 

 

（１）本市の財政状況 

 本市の歳入については、市税をはじめとする自主財源

１

よりも地方交付税を中

心とした依存財源

２

に頼る財政運営となっており、特に、地方交付税の見通しが

不透明な情勢では、非常に厳しい状況といえる。 

 一方、歳出面に目を転じると、合併による地域間格差の是正事業などの実施

や、施設の老朽化に伴う大規模修繕、福祉サービスの多様化などにより、歳出

規模は増加の傾向が予想される。 

 今後求められるであろう財政課題も含めて、収支バランスはますます厳しく

なるものと予想される。 

 

（２）本市の地方債残高 

 今日まで、旧町それぞれにおいて、住民のニーズ

３

実現のため、財源確保の厳

しい中、地方債

４

（借金）も活用し、様々な事業に取り組み、地域の実態は大き

く変化してきた。 

結果、地方債残高も増加し、今では一般会計の歳出額を上回るものとなって

いる。 

 市債による資金調達は、施設整備などにともなう世代間負担の均衡という意

味もあり、一概に是非を論じることはできないが、債務負担が過度にならない

よう十分留意する必要がある。 

 

 

 

 

１

 自主財源自主財源自主財源自主財源 

歳入は、大きく「自主財源」と「依存財源」にわけることができる。 

市が自主的に収入することができる財源のことを指し、市税、分担金および負担金、使用料および手数料など

がある。 

２

 依存財源依存財源依存財源依存財源 

国や県の意思によって定められた額を交付される財源のことを指し、国・県支出金や地方債などがある。 

３

 ニーズニーズニーズニーズ 

必要、要求を表す意。 

４

 地方債地方債地方債地方債 

公共団体が必要な財源を調達するために負う債務で、その履行が一会計年度を越えて行われるものであり、証

書借入れ又は証書発行の形式をとるものをいう。 

公債ともいう。また、地方債を起こすことを起債という。 
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（３）市民ニーズの多様化 

 少子高齢化が進む中で、教育、福祉、あるいは環境問題など様々な課題につ

いて、市民の意識が高まる中、市民ニーズはますます多様化しており、行政と

してこれらに対して的確な対応が迫られている。 

 また一方では、規制緩和の進展に伴い、民間活力やボランティア

５

、ＮＰＯ

６

などの力を積極的に取り入れられる環境も整いつつある。 

 今後は、市民、企業、行政がそれぞれの役割を認識したうえで、協力しなが

ら、多様化する市民ニーズに応え、地域の課題を解決していくことが求められ

る。 

 

（４）高度情報化社会の進展 

 情報通信技術の飛躍的な発展は、社会経済活動に大きな変革をもたらしてい

る。特に、双方向コミュニケーション

７

が容易にできるインターネットの普及は

目覚しいものである。 

また、平成２３年７月には地上波テレビ放送がアナログからデジタルに完全

移行され、テレビでも容易に双方向コミュニケーションが図れるようになる。 

 しかし、本市域の大半は、これらのサービスを容易に受けることができない

地域、つまり都市部に比べ情報格差が非常に大きい地域とも言え、今後は、施

策の重要な１つとして情報格差の是正を図ることが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５

 ボランティアボランティアボランティアボランティア 

自発的に、ある事業に参加する人または団体。 

日本では社会事業活動などに無報酬で参加する人を指すことが多いが、欧米では参加者に対して最低限の経費

（人件費や交通費など）を支払うのが一般的である。 

６

 ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ（Not for Profit Organization の頭字語） 

広義では非営利団体のこと。非営利での社会貢献活動や慈善活動を行う市民団体のことや、特定非営利活動促

進法により法人格を得た団体（ＮＰＯ法人）のことを指す場合が多い。 

７

 双方向双方向双方向双方向コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーション 

一方が受信するだけではなく、相互に受信、送信を繰り返すこと。 
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（５）地方分権の推進と三位一体改革 

 平成１０年のいわゆる「地方分権一括法

８

」の施行により、本格的な分権時代

が幕を開け、国の関与の軽減、規制緩和、権限委譲などを受けて、地方自らの

責任で政策を決定していく本来の「地方自治」が推進された。 

 また、平成１６年には「三位一体の改革

９

」が打ち出され、「地方にできるこ

とは地方に、民間にできることは民間に」という政策により、地方自治体が担

うべき役割の明確化が求められている。 

 

（６）地域自治組織の役割 

 合併に伴う行政区域の拡大により、市民や地域と行政をつなぐための地域自

治組織の必要性が、いままで以上に高くなっている。 

 また一方では、合併前の基礎自治体における住民自治を確保するため、自ら

が自らの地域を支える源となるような地域自治組織の存在についても求められ

ている状態である。 

 今後は、行政の協力組織としての側面と、地域の自主的な活動を推進する側

面の、両面を持ち合わせた地域自治組織の確立が求められている。 

 

 

 このようなことから、早急に南丹市としての「行政改革」に取り組む必要があり、

旧態依然とした枠組みからの脱却や、既成概念にとらわれない柔軟な発想や手法を取

り入れて、事務や事業の見直しだけではなく、市民と行政が知恵を出し合い協働して

つくる「新たな南丹市」の構築をめざすため、『南丹市行政改革大綱』を策定し、行

財政運営の課題に的確に対応していくこととする。 

 

 

 

 

 

８

 地方分権一括法地方分権一括法地方分権一括法地方分権一括法 

地方分権改革の柱として、住民にとって身近な行政は、できる限り地方が行うこととし、国が地方公共団体の

自主性と自立性を十分に確保することを目的に、平成９年７月の国会で、475 本の法律改正案から成る法案と

して可決成立し、平成 10 年４月１日から施行された。 

９

 三位一体三位一体三位一体三位一体のののの改革改革改革改革 

国が補助事業などの権限と財源を地方に移すと共に、地方自治体の自由度を高めることで、全国一律のルール

ではなく、それぞれの地域の実情に合わせた、住民満足度の高い行政サービスを効率的に提供することを目的

に、国と地方の役割を見直し財政面での自立をはかり、真の地方自治の確立をめざす改革。 
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第２節 行政改革の位置づけ 

 

 高度で多様な市民ニーズの拡大をふまえ、自己責任と自己決定に基づく主体的なま

ちづくりが求められており、合併に際して策定された「新市建設計画」の主要施策に

も、効率的、効果的な行財政運営を進める行政改革の推進が位置づけられている。 

 そのため、事業、制度、組織、業務運営などの改革を示した、重要な指針として大

綱を定め、様々な取り組みを実行することにより、今後策定する「南丹市総合振興計

画」に基づく合併後の新しいまちづくりが実現可能となる。 
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第３章 改革の目標と基本事項 

 

 この大綱がめざすものは、効率的、効果的な行財政運営を行いながら、市が保有す

る様々な資源を有効的に活用し、市民の多様なニーズに的確に応えるとともに、市民

との協働

10

による新しい行政システムを構築し、輝き希望あふれる南丹市を実現する

ことにある。 

その実現に向けて、２つの大きな目標を掲げ、４つの基本事項を柱に行財政運営を

推進する。 

 

１ 目  標 

 

（１）『市民と共に築く市政運営』の実現 

市民への説明などを通して、行政の透明性を向上させ、誇りと絆を大切に市

民と行政が手を携え、輝き希望あふれる南丹市を築く市政運営の確立を図る。 

 

（２）『次代を切り拓く行財政運営』の実現 

長期的な視点にたち、見直すべきは見直し、改めるべきは改め、伸ばすべき

は伸ばす「選択と集中」を行う中で、迅速かつ着実に実践する行財政運営の確

立を図る。 

 

 

２ 基本事項 

 

（１）将来を見据えた行財政運営を確立するための改革 

事業制度に関する改革、各種団体への対応に関する改革、財政運営に関する

改革に取り組む。 

 

（２）行政運営に市民が参画できるようにするための改革 

 情報公開に関する改革、広聴機能に関する改革、市民協働事業の推進に関す

る改革に取り組む。 
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 市民協働市民協働市民協働市民協働（＝住民協働） 

住民や民間企業などと行政がそれぞれの立場を理解しつつ、共通する目的のもとにお互いに助け合い、協力し

て公益的な活動や地域課題などを解決し、住みよい地域社会を作り出していく状態。 
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（３）多様な市民ニーズに対し的確に対応できるための改革 

 行政事務に関する改革、行政サービスに関する改革、職員人材育成に関する

改革に取り組む。 

 

（４）市としての新しい行政スタイルを確立するための改革 

 組織・機構に関する改革、職員定員管理・人件費に関する改革に取り組む。 
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第４章 改革の取り組み 

 

第１節 将来を見据えた行財政運営を確立するための改革 

 

１ 事業制度の適性化 

（１）評価制度の導入 

 評価制度

11

などの導入により、事業制度の適性・必要性を明確にし、簡素で

効率的かつ効果的な行財政運営の遂行と、受益と負担の公平性を確認する体制

を整備する。 

 評価の基準としては、コストの削減が図られているか、地理的条件や地域性

に配慮されているかなどに留意し、行政内部による評価だけでなく、市民や第

三者（専門家）など行政外部からの意見も聞き、より透明性の高い行財政運営

を実現する。 

 また、事業そのものの評価だけではなく、執行方法や執行状況など、管理の

部分についても評価の対象として取り組む。 

（２）見直しと公表 

 評価の結果に基づき、最小の経費で最大の効果をあげる見直しを行い、その

見直しは一時的なものだけでなく、常に「計画策定」「実施」「検証」「見直し」

のサイクルを繰り返し、柔軟で機動性のある事業制度を確立する。 

また、評価結果などは、市民への積極的な公表に努める。 

（３）行政と民間の役割分担の明確化 

 事業制度の性質や内容などにより、行政が行うべきものと、民間などが行う

方がコストの削減が図れ、サービスが向上するものとに分類し、効率的で効果

的な実施に努める。 

 また、イベントなどの催しについても、単に旧町のものを引継ぐだけでなく、

南丹市のイベントとして位置づけるものと、地域のイベントとして位置づける

ものに精査し、実施主体や実施形式、経費負担などについて見直しを行う。 

（４）公共施設の適切な維持管理と運用 

 公の施設の運用に関する行政関与の必要性や管理のあり方、維持管理に要す

る全ての経費について点検・精査し、経費縮減に取り組む。 
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 評価制度評価制度評価制度評価制度 

行政が実施する事業やサービスについて、様々な面から具体的な効果を示すとともに、市民の満足度に注目し、

満足度がどれだけ向上したかを具体的な指標に置き換えて、政策・事業の効果を測ること。 
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（５）指定管理者制度

12

の導入と推進 

 民間活力の活用によりサービスの向上が見込め、かつ管理経費の削減など財

政的メリットが見込める施設については、積極的に指定管理者制度を導入する。 

 なお、指定管理者制度導入後も、施設設置者として適切な運営が続けられて

いるか、管理状況や指定管理者の経理状況などについて管理・監督を続ける。 

（６）公共施設の統廃合と活用 

 合併によって重複している公共施設などについて、利用目的や地域間のバラ

ンス、地域の特性、市民のニーズなどを把握しながら、施設の統廃合について

検討する。 

 また、余剰施設や遊休施設、民間や団体が主体として運営する方が、サービ

スの向上が見込まれる施設については、施設の転用や売却などについても検討

する。 

 

２ 各種団体に対する対応の適性化 

（１）公的支援団体の精査 

 過去の慣例や事業の継続性だけにとらわれるのではなく、現在の活動状況を

把握するとともに支援の必要性や支援の内容について検討し、適切な支援を実

施する。 

 なお、他の団体と活動内容や主旨が類似するものについては、積極的な整理、

統合をうながし、支援の一本化を図る。 

（２）団体と行政の役割の明確化 

活動の自主性や透明性を確保するため、特に公的支援団体への職員派遣や事

務局の兼務については見直しも含め検討し、行政と団体の役割を明確にするよ

う努める。 

（３）支援団体の公表 

 公的支援を受ける団体については、その活動内容、主旨および経理状況など

に関する資料の提出を義務付けるとともに、提出された資料については、広く

市民に公表する。 
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 指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度 

今まで地方公共団体やその外郭団体に限定されていた公の施設の管理を、民間業者などの団体にもさせること

ができるというもの。 
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３ 財政運営の健全化 

（１）財政計画の策定 

 合併に伴う財政規模の肥大化を抑制し、規模に見合った財政水準となるよう、

行政全般にわたる歳出の削減目標など、明確な数値を盛り込んだ財政計画を早

期に策定する。 

（２）公表と新しい手法による財政運営の確立 

 財政状況や財政諸表について、市民にわかりやすく積極的に公表することで、

財政運営の透明性を高めるとともに、経営的発想を取り入れた効率的で効果的

な財政運営の確立を推進する。 

 また、従来の積み上げ方式ではなく、成果を重視した配分予算方式など、新

しい手法による予算システムの導入についても検討する。 

（３）安定した歳入の確保 

 自主財源の主要を占める、税や料の徴収体制を強化するとともに、合併によ

り生じた不均一の早期解消や、料金体系などの見直しにより、受益と負担の均

衡を図り安定した歳入の確保に努める。 

 また、公平公正を確保するため、悪質な滞納者への法的対応を行う専門的な

体制の整備についても検討する。 

（４）歳入確保に向けた新たな取り組み 

 新税や、広告事業の導入など、新たな財源確保の方法について検討する。 

 また、普通財産

13

や、行政財産

14

であっても余剰財産となっているものにつ

いて、積極的な売却や貸与などにより、自主財源の確保を推進する。 

（５）事業会計における経営計画の策定 

 専門家などの意見も取り入れ、料金などの見直しや事務の効率化、業務の民

間委託推進など具体策や数値目標を盛り込んだ中期経営計画を早期に策定し、

事業会計における独立採算の安定確保に努める。 
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 普通財産普通財産普通財産普通財産 

行政財産以外のものをいう。普通財産は特定の行政の目的に直ちに用いられることのないもので、管理処分の

結果、財政収入とすることもできる。 

14

 行政財産行政財産行政財産行政財産 

行政上の目的のために所有しているもので、売払いなどの処分を行うことはできない。 

その性格から「公用財産」、「公共用財産」、「企業用財産」などに区分される。 
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（６）第三セクターや外郭団体

15

の独立運営 

 設置目的や事業内容が類似する団体および団体の経営が市の補助金に依存し

ている団体などについては、他法人との統廃合による財政基盤の強化を求める。 

また、市からの補助金や委託料についても、市としての支出基準の統一や、

年次的な削減などの見直しを行い、独立した運営をうながす。 

（７）事務経費などの削減 

 共同化や外部委託（アウトソーシング）など、既成概念にとらわれない新し

い事務の手法を積極的に取り入れ、事務経費の削減に努める。 

 また、公共工事や各種事業の実施にあたっては、民間の資金や経営能力、技

術的能力を活用して行う新しい手法（ＰＦＩ）を積極的に取り入れ、経費の削

減だけではなく、質の高いサービスの提供をめざす。 
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 外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体 

国や地方公共団体などの行政組織の外部にあって、これと連絡を保ち、その活動や事業を助ける団体。 

行政より財政上の保障を得ているものが多い。 
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第２節 行政運営に市民が参画できるようにするための改革 

 

１ 情報公開の充実 

市民が求めている情報を的確に把握し、わかりやすくスピーディに提供する

体制を整備する。 

特に各種事業や制度の実施状況、公共施設の維持経費については、情報公開

条例などの運用基準にしたがい、広報誌やお知らせ、ホームページなどを最大

限活用して積極的に公開する。 

また、各種会議や審議会などの協議経過については、市民に広く周知するこ

とが望ましいものは公開に努める。 

 

２ 広聴機能の充実と強化 

各種計画の策定や政策立案時における第三者の意見を聞く制度（公聴会）や、

市民に直接意見を求める制度（パブリックコメント）などを導入し、政策策定

段階からの市民参画を積極的に進める。 

また、行政課題などに対し、誰でも気軽に自由に参加できる意見交換会（タ

ウンミーティング）など、直接市民との意見交換ができる環境の整備にも取り

組む。 

 

３ 市民協働事業の推進と強化 

（１）市民協働の推進 

市民と行政の役割をお互いが認識し、理解を深める中で、市民が施策に対し

て積極的に参加する機運を高めるとともに、市民と協働した市政運営が行える

環境を整備する。 

そのため、市民や地域の代表者などに、行政に関する様々なノウハウ

16

を身

に付けてもらう研修を積極的に実施する。 

 あわせて、行政職員も意識改革や勤務体制の改善により、市民として地域協

働に参加できる取り組みを推進する。 
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 ノウハウノウハウノウハウノウハウ 

物事を実施するうえで必要な技術や知識などの情報。 

 

第４章 改革の取り組み 12 



 

 

 

（２）地域の各組織との連携強化 

地域自治組織やボランティアグループ、ＮＰＯなどの組織は、市民協働を推

進する重要な組織と位置づけて連携強化を図り、行政とのパートナーシップ

17

を築く取り組みを推進する。 

特に、地域自治組織については、従来からの組織をより発展させ、全市的な

視点で捉えた、新たな地域自治組織の構築に向け取り組む。 
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 パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ 

友好的な協力関係を表す意。 
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第３節 多様な市民ニーズに的確な対応をするための改革 

 

１ 行政事務の整理合理化 

（１）事務の合理化 

 情報通信技術の積極的な活用による事務の電子化や情報の共有化などをより

一層推進し、スピーディで合理的な事務執行に努める。 

また、事務のあり方について見直し、外部委託や委譲についても検討する。 

（２）広域連携による事務の効率化 

 南丹市単一の事務改革にとどまらず、京都府や近隣市町との広域連携による

事務運用についても積極的に検討し、導入することで、より効率的で効果的か

つ合理的な行財政運営を推進する。 

（３）個人情報の保護 

 事務の合理化が目的であっても、個人情報の目的外利用や提供、担当職員以

外の閲覧が行われないよう、個人情報保護条例などに基づき保護施策に努める。 

 特に、委託の際には、行政の責任として、個人情報の保護および守秘義務の

確保に十分留意する。 

 

２ 行政サービスの向上 

（１）行政サービスの向上 

市民の期待に応えられる適切な対応をするとともに、様々な諸課題に対して、

迅速かつ的確に対応できる体制を整備するなど、常に市民の満足度を高める取

り組みを推進する。 

（２）電子市政

18

の推進 

 現在、整備を進めている情報通信基盤を有効的に活用し、市民生活に必要な

サービスを迅速かつタイムリーに提供できる電子市政を積極的に推進する。 
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 電子市政電子市政電子市政電子市政 

コンピュータシステムやインターネットを利用し、様々な事務処理を電子化した行政機構。 

公共工事などの業務発注や、住民票登録などの各種手続き、行政文書の管理などにコンピュータシステムやイ

ンターネットを活用し効率化とコスト削減、サービスの質の向上を図る。 
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（３）環境の整備 

民間活力

19

や様々な情報機能を活用し、サービス内容のＰＲを推進する。 

また、サービスを受けるための市民負担（時間、方法など）の軽減にも努め

る。 

（４）安全で安心なまちづくり 

 地震や台風などの天災だけでなく、あらゆる非常事態や不測の事態に、迅速

で的確に対応できる危機管理体制の整備と充実を図る。 

 

３ 職員人材育成の推進 

（１）研修プログラム

20

の策定 

政策立案能力や説明能力に優れた人材、行政ニーズに的確、迅速に対応でき

る専門性に優れた人材育成を推進するため、長期的な視点にたった研修プログ

ラムを策定する。 

（２）職員研修の実施 

服務規律の確保はいうまでもなく、判断・決断能力ならびに資質向上を目的

とした職員研修を実施する。 

また、役職・年齢にこだわらない民間企業などへの実務研修により、組織の

活性化の先頭にたつ職場リーダーの養成に努める。 

（３）接客対応の向上 

定期的に職員の接遇改善に向けた研修を行い、職員の意識改革をするととも

に、普段から幹部職員を中心に職場一丸となって、接客対応の向上を図る。 

 また、市民相談、市民要望に対しても、的確・適切に対応できるルールを構

築する。 

（４）意識改革 

 職員ひとり一人がコスト意識や危機意識と、担当業務に特化することなく幅

広い知識と視野をもって取り組む。 
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 民間活力民間活力民間活力民間活力 

民間企業のもつ効率的な事業運営能力や豊富な資金力。 

20

 研修研修研修研修プログラムプログラムプログラムプログラム 

研修の実施により達成する目的のために、どのように行動するのかを決めたもののこと。 
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第４節 市としての新しい行政スタイルを確立するための改革 

 

１ 組織・機構の見直し 

（１）本庁・支所の役割分担 

本庁は企画立案や政策策定などの機能を充実する一方で、支所は地域と密着

した業務や市民との調整機能を充実するなど、本庁と支所の位置づけや業務内

容、役割を明確にし、効率的で効果的な行財政運営が可能となる組織体制を構

築する。 

なお、行政サービスの低下を招かないように、本庁と支所間はもちろん、様々

な機関との連携強化を図る。 

（２）窓口サービスの向上 

 すべての部署における窓口業務は、市民からの多様な行政ニーズに対して、

柔軟かつ機動的に業務の割り振りが行える体制の導入により、市民の利便性向

上をめざす。 

 

２ 職員定数等の適正化 

（１）定員適正化計画の策定 

 行政ニーズとサービス形態にあった適正な規模となるよう、数値目標を定め

た職員定員管理適正化計画を策定し、業務の民間委託等の推進、市民協働等の

取り組みを通じて、サービスの低下を招かないよう留意しながら、職員数を抑

制する。 

また、嘱託職員、臨時職員についてもその必要性、緊急性、効率性等を十分

検討して、適正な任用に努める。 

（２）職員配置の適正化 

 事業の総量や事業運営の統廃合などに伴った人員増減を迅速に行う効率的な

人員配置と、新たな行政ニーズに対応する戦略的な人員配置を行う。 

また、職員の意見が行政運営に反映され、意欲的に取り組める環境づくりに

努めるとともに、実績や能力を重視した人事評価制度の導入に向けた取り組み

を進める。 
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（３）人件費の適正化 

 行政ニーズの増加と今後ますます厳しくなる財政事情や、国の制度・動向を

ふまえ、職員給与についても、諸手当を含めた給与制度の見直しを図り、人件

費の削減に取り組む。 

また、特別職の報酬等についても審議会等の意見をふまえて、適正な対応に

努める。 
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第５章 計画の体系 

 

『南丹市行政改革大綱』は、行財政改革の基本理念や基本事項を示したものであり、

『南丹市行政改革実施計画』は、本大綱を基にし、数値目標や指針の設定ならびに行

程表を用いた具体的に取り組む施策を策定するものである。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

南丹市行政改革実施計画南丹市行政改革実施計画南丹市行政改革実施計画南丹市行政改革実施計画 

～集中改革プラン～ 

 

■ 実現に向けての具体的施策 

● 中項目 

・具体的施策 
・可能な限りの数値目標設定及び指針の

設定 
・推進担当課明示 
・行政評価の導入 
 

 

南丹市行政改革大綱南丹市行政改革大綱南丹市行政改革大綱南丹市行政改革大綱 

 

≪目標≫ 

１．『市民と共に築く市政運営』の実現 

２．『次代を切り拓く行財政運営』の実現 

 

【基本事項】 
１．将来を見据えた行財政運営を確立 

するための改革 
２．行政運営に市民が参画できるように 

するための改革 
３．多様な市民ニーズに対して的確な対応をす 

るための改革 
４．市としての新しい行政スタイルを確立する 

ための改革 
 

 細 項 目 

期   間 数 値 
目 標 担 当 課 

H19 ～ H23   
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第６章 策定方針 

 

 南丹市行政改革大綱に基づく改革の推進期間は、平成１９年度から平成２３年度ま

での５カ年とし、大綱に基づく「南丹市行政改革実施計画」に沿って取り組みを推進

するとともに、実施状況を毎年公表する。 

 また、「南丹市行政改革実施計画」は、毎年度の目標の進捗状況を点検・評価し、

適切な進行管理を行うとともに、環境変化に応じた実施内容の見直し改定を適宜行う。 
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第７章 推進体制 

 

行政改革を着実に推進するために、市役所職員が一丸となって取り組むとともに、

『計画策定』『実施』『検証』『見直し』というサイクルのもと、市民および行政が協

働して計画を推進する。 

 また、行政改革の内容と進捗状況は、市民に公表するとともに、市民の代表からな

る第三者機関に報告し、市民の意見や考えを市政に反映させる。 

 

 ■ 進行イメージ図 ■ 
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